別記様式第２－１号（第９関係）
番　　　号
年　月　日
補助金支払確認書について
農林水産省●●局長　殿

第３の１の取組は、食料産業局長
第３の２の取組は、生産局長

所在地
事業実施主体名
代表者の役職及び氏名　　　　　　印
　産地生産基盤パワーアップ事業実施要領（●●年●月●日●食産第●●●号農林水産省生産局長通知）の別記２の第９の３の（１）の規定に基づき、別添のとおり、リース事業者から受領した○○○○の写しを提出します。
別記様式第２－２号（第10関係）
番　　　号
年　月　日
　
農林水産省●●局長　殿

第３の１の取組は、食料産業局長
第３の２の取組は、生産局長

所在地
事業実施主体名
代表者の役職及び氏名　　　　　　印
産地生産基盤パワーアップ事業のうち新市場獲得対策（新市場対応を支える物流体制の革新）実施計画の承認（変更、中止、廃止の承認）の申請について

  産地生産基盤パワーアップ事業実施要綱（●●年●月●日付け●●生産第●●号農林水産事務次官依命通知）第７の（１）のアの規定に基づき、関係書類を添えて、承認（変更、中止、廃止）を申請する。
（注）１．関係書類として、別紙、別添１及び別添２を添付してください。
２．事業の変更、中止、又は廃止の場合は、「第７の（１）のア」とあるのを「第７の（１）のイ」としてください。
３．変更の場合には、別紙の「実施計画書」の後ろに「（変更申請）」と追記し、冒頭に変更の理由を記載するとともに、承認を受けた事業の内容及び経費の配分と変更後の事業の内容及び経費の配分とを容易に比較対照できるように変更部分を二段書きとし、変更前を括弧書きで上段に記載してください。事業内容のうち当該変更の対象外となるものについては、省略してください。
４．中止又は廃止の場合には、別紙の「実施計画書」の後ろに（中止（廃止）申請）と追記し、冒頭に事業を中止又は廃止する理由を記載してください。
５．事業実施結果に係る報告書として本様式を用いる場合には、件名のうち「実施計画の承認（変更、中止、廃止の承認）の申請について」とあるのを「事業実施結果に係る報告について」とし、別紙、別添１及び別添２に実績を記載してください。

別紙
産地生産基盤パワーアップ事業（新市場対応を支える物流体制の革新）
実施計画書

１　取組対象の統一規格輸送資材
	パレット　　／　　花き台車


※該当するものを○で囲ってください。
２　事業実施主体の名称
	


　　
３　事業を実施する目的

	


※本事業に取り組む背景となる農産物等の輸送等に係る現状・課題（これまで講じてきた対策等）、対応方針、取組の結果実現しようとすること等について、可能な限り数値を用いて定量的に記載してください。特に、既にパレットや台車等の輸送資材の導入に取り組んでいる場合は、導入割合等の現状を記載してください。

４　事業実施の方針
（１）事業実施に向けた推進体制

	


※発荷主、着荷主、運送事業者等の関係者とそれぞれの役割を記載してください。
（２）事業の取組内容
１）統一規格輸送資材の導入

	


２）統一規格輸送資材の回収率向上や効率的利用・管理等に資する機材の導入

	


３）統一規格輸送資材の管理体制構築

	


※実施する取組について、具体的な取組内容を、数値を用いて、スケジュール（概ねの実施時期）とともに記載してください。
（３）統一規格輸送資材の散逸を防止するための対策
	


※実施要領第８の１の採択要件をどのように満たすかを記載してください。
※具体的には、統一規格輸送資材に関するどのような情報を、誰が、誰に、どのように共有するか、出荷から回収までの流れ等がわかるように記載してください。（着荷主において統一規格輸送資材に載せて荷を移動させる場合も同様）
※事業申請時点で、発荷主、着荷主、運送事業者等の関係者間において統一規格パレット等の取扱に関して結んだ取決めがある場合は別途添付してください。その場合、（３）の記載は省力することが可能です。

５　成果目標の設定
	成果指標
	取組前（○○年度）（Ａ）
	目標値（○○年度）（Ｂ）
	削減率（％）
（Ａ－Ｂ）／Ａ

	
	
	
	


※成果指標は、荷待ち時間、荷役作業時間、又は輸送資材の管理に係る作業時間の少なくともいずれか一つについて、目標を設定し、単位とともに記載してください。

※各数値は、当該事項に要する人員ごとの延べ労働時間を加算してください。

※複数の指標を設定する場合、行を追加して記載してください。
※別途、バックデータを添付してください。

６　事業実施により期待される波及効果
	


※例えば、労働条件の改善による従事可能な人材の拡大、他品目・他産地・他市場等への取組の拡大等、期待される波及効果を記載してください。
７　取組に要する経費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円／千円）

	　　　 取組内容
	総事業費

	
	D=A+B+C
	国庫補助金

A
	実施主体負担　B
	その他

C

	（１）統一規格輸送資材の導入に係る経費
	
	
	
	

	
	○○
	
	
	
	

	
	○○
	
	
	
	

	（２）関連機材の導入　　に係る経費
	
	
	
	

	
	○○
	
	
	
	

	
	○○
	
	
	
	

	（３）管理体制構築　　　に係る経費
	
	
	
	

	
	○○
	
	
	
	

	
	○○
	
	
	
	


※別表（補助対象経費）の費目ごとに記載してください。
※必要に応じ、行を追加して記載してください。

※別途、積算内訳（別添２）を添付してください。

８　資機材の導入計画

（１）統一規格輸送資材の導入計画

	輸送資材名称
	導入数量
	導入期間
	備　考

	
	
	
	


※備考欄には、当該資材のメーカー名、レンタルサプライヤー名、リース会社名等を記載してください。
※必要に応じ、行を追加して記載してください。

（２）関連機材の導入計画

	機材名称
	規格
	数量
	導入期間
	対象作業
	備　考

	
	
	
	
	
	


※備考欄には、当該機材のメーカー名、レンタルサプライヤー名、リース会社名等を適宜記載してください。
※必要に応じ、行を追加して記載してください。
※別途、レンタル又はリース会社の概要（社名、連絡先、資本金、主な株主等）と当該機材のパンフレット、見積書の写し、複数の相見積書の写しを添付してください。

９　添付書類
· 事業実施主体の概要（別添１、他にパンフレット等（あれば））
· 事業実施主体の運営等に係る規約（定款等、協議会においては構成員名簿を含む。）及び直近３カ年の決算資料（無い場合は、それに準ずる財務状況のわかる資料）
· 積算内訳（別添２）
· 本事業の一部を他の民間団体等に委託する場合においては、委託契約書の案（又は写し）

· 事業を実施するために直接必要な機材等を借上する場合等においては、見積書の写し及び相見積書の写し　等
　

別添１
事業実施主体の概要
１　名称
２　主たる事務所の所在地
３　代表者の役職及び氏名
（協議会の場合は、代表団体名及びその代表者について記載）
４　設立年月日
５　事業内容
６　本事業における事業担当者
（１）氏名：
（２）所属及び職名：
（３）所在地：

（４）電話番号：
（５）メールアドレス：
７　本事業における経理担当者及び連絡先
（１）氏名：
（２）所属及び職名：
（３）所在地：

（４）電話番号：
（５）メールアドレス：
別添２
経　費　内　訳　書
                                                                （単位：千円）
	区　　分
	事 業 費
	負担区分
	備　考

	
	
	国庫補助金
	事業実施主体
	

	（１）統一規格輸送資材の導入に係る経費
●●費
（２）関連機材の導入に係る経費
（３）管理体制構築に係る経費
	●●
	●●
	●●
	単価×数量、員数等
=●●円

	計

	
	
	
	


（注）１．区分欄には、別紙の７の各取組に要する経費の内訳を、別表（補助対象経費）の細目ごとに、事業の実施内容との関係が分かるよう可能な限り具体的に記載してください。
２．備考欄には、経費積算の根拠（単価、員数、日数等を明記した計算式等）を記載してください。
３．補助金の交付決定前に発生する経費は、自己負担となります。
４．事業の一部を他の民間団体等に委託する場合は、該当部分の経費が分かるように記載してください。
５．謝金及び賃金については、その単価等が分かる資料を添付してください。
別記様式第２－３（第10関係）
番　　　号
年　月　日
　　事業実施主体名
代表者の役職及び氏名
農林水産省●●局長
第３の１の取組は、食料産業局長
第３の２の取組は、生産局長

産地生産基盤パワーアップ事業のうち新市場獲得対策（新市場対応を支える物流体制の革新）の実施計画の承認について
  令和●年●月●日付け●●号で申請のあった件について審査の結果、承認された（承認されなかった）のでここに通知します。
　なお、後日、貴団体に対し割当内示をするので、これに基づき進められたい。※１
 ※１：承認された者に対し記入。
別記様式第２－４号（第10関係）
番　　　号
年　月　日
農林水産省●●局長　殿

第３の１の取組は、食料産業局長
第３の２の取組は、生産局長

所在地
事業実施主体名
代表者の役職及び氏名　　　　　　印
産地生産基盤パワーアップ事業のうち新市場獲得対策（新市場対応を支える物流体制の革新）交付決定前着手届
事業実施計画に基づく別添の事業について、下記条件を了承の上、交付決定前に着手したいので届け出ます。
記
１　交付決定を受けるまでの期間内に、天災地変の事由によって実施した事業に損失を生じた場合、これらの損失は、事業実施主体が負担すること。
２　交付決定を受けた補助金額が交付申請額又は交付申請予定額に達しない場合においても、異議がないこと。
３　当該事業については、着手から交付決定を受ける期間内においては、計画変更は行わないこと。
	事業内容
	事業費
	着手予定年月日
	完了予定年月日
	理由

	
	
	
	
	


別記様式第２－５号（第11の２関係）
番　　　号
年　月　日
事業の評価報告書
農林水産省●●局長　殿

第３の１の取組は、食料産業局長
第３の２の取組は、生産局長

所在地
事業実施主体名
代表者の役職及び氏名　　　　　　印
産地生産基盤パワーアップ事業実施要領（●●年●月●日●生産第●●号、農林水産省生産局長通知）の別記２の第11の２の規定に基づき、別添のとおり報告します。

（別添）（第11の２関係）

１　取組対象の統一規格輸送資材
２　取組の目的と内容

※事業実施計画から適宜抜粋して記載してください。
３　成果目標の達成状況
	成果指標
	取組前
（○○年度）
（Ａ）
	目標値
（○○年度）
（Ｂ）
	実績値
（○○年度）
（C）
	削減率（％）
（Ａ－C）／Ａ

	
	
	
	
	


※成果指標及び取組前、目標値は、事業実施計画の５に記載した内容を転記してください。
４　成果目標の達成状況の検証方法

※成果指標の取組前の数値の設定と実績値の測定方法等、達成状況の検証方法について記載してください。

５　事業計画の妥当性
※達成状況を踏まえ、事業計画の妥当性について評価してください。

６　本事業の実施による波及成果

７　今後の展開に向けた課題と改善に向けた取組方針
別記様式第２－６号（第11の３関係）
番　　　号
年　月　日
事業終了後の状況報告書
農林水産省●●局長　殿

第３の１の取組は、食料産業局長
第３の２の取組は、生産局長

所在地
事業実施主体名
代表者の役職及び氏名　　　　　　印
産地生産基盤パワーアップ事業実施要領（●●年●月●日●生産第●●号、農林水産省生産局長通知）の別記２の第11の３の規定に基づき、別添のとおり報告します。

（別添）（第11の３の（１）関係）

１　統一規格輸送資材の導入の実績

２　成果目標として設定した指標の状況
３　本事業の実施による波及成果

４　今後の展開に向けた課題と改善に向けた取組方針
（別添）（第11の３の（２）関係）

１　リースによる機材等の導入の実績

２　導入機材の利用状況

※稼働期間、取り扱った輸送資材や荷量等を可能な限り把握した上で、記載してください。

３　成果目標として設定した指標の状況
４　本事業の実施による波及効果
５　今後の展開に向けた課題と改善に向けた取組方針
６　リース料支払状況（令和●年３月末時点）
	リース料総額
	リース料
支払期間等
	既支払リース料額
	残リース料額

	
	
	補助金分
	毎期支払分
	

	円

（うち消費税）

	令和＿年＿月 
～令和＿年＿月
（支払回数）
　　　　　　　回

	円
	円
	円／回
（合計）
　　　　　　円


